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1．　はじめに
　『原価計算基準』が設定されて以来33年の月日が経つ。わが国の『原価計算
基準』は，1962（昭和37）年1ユ月8日，大蔵省企業会計審議会により，中問報
告というかたちで公表されたからである。
　染谷恭次郎教授が「企業活動が営まれる社会の経済環境，具体的には，政治
経済体制，産業揮造，資本調達市場，産業技術水準などを意味しているl1i」と
定義した「社会経済環境」は，その30数余年の問で，周知のとおり大きく変化
してきた。ましてや，企業をとりまく環境は，年々あるいは時々刻々とばかり
に変化，変貌をとげてきている。
　そのような社会経済環境は，さまざまな制度やシステムに影響を与える。こ
のことは，会計制度においても例外ではない。社会経済環境が変化すれば，そ
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の必要性に応じて，会計制度も変化し適応していかなければならないであろう。
会計制度の墓礎となる会計基準もまさに同様である。基準という用語について
佐藤孝一教授は，リトルトンの見解を解釈しながら以下のように述べてい
る・2i。
　　基準とは，比較や判断の基礎となり，またそれぞれの事情による偏差が
　正当化される場合の標準点となる。また基準は厳格な限界線の中に実務を
　閉じ込めることを意図するものではなく，むしろ真実，誠実並びに適正な
　処理に対する道標としての役割を企図するものである。さらに基準は，そ
　の起源において，偶然的なものでなく，合目的なものであり，またそれは
　採択された手続の明らかに承認し得る離反や偏差を含めて高度ではあるが
　達成可能な遂行基準を指向するものである。従つて基準は，慣行や慣例等
　よりは一層遥かに権威的でなければならない。かくして，リトルトンの基
　準に対する見解を要約すれば，基準は，（一ト定状態において適正な実務と
　されるところの規範であり，（二）その起源において，慣習の如くに，いわば
　自然的・経験的な事実ではなくして，合目的に設定されたものであり，従
　つて権威的であるということになる。
　佐藤教授の指摘にもとづけば，基準はその中にいくつかの性格をもつと考え
られる。つまり，基準は規範であること，合目的的に設定されること，権威的
であることである。さて，本稿はそれらの性格のうち，基準が合目的的に設定
されることに注目する。そこで，基準は何かに対して合目的的でなければなら
ない。その場合，何に対して合目的的なのか一・。本稿では社会経済環境に合
目的的に基準は設定されるとして論を進めてみたい。と想定すれば，基準は設
定される際にその社会経済環境と大きくかかわりあいをもつ。また，社会経済
環境が変化すれば，基準もおのずと変化する可能性があるということである。
　では、わが国の『原価計算基準』はどうであろうか。設定されて30余年の月
日が経過している。にもかかわらず，改訂され変化することなく今日に至って
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いる。そのような状況について，さまざまな研究がなされてきた。とりわけ岡
本清教授が主査となった『原価計算基準』に関する研究は体系だったものであ
り示唆に富むものがある｛3〕。ただ本稿は，そのような状況の良否を論じるもの
ではない。
　現行の制度あるいは法律について，問題点を指摘しようとする場合，どのよ
うな方法が考えられようか。さまざまな考察が可能であるが，その制度や法律
がどのようにして形成されてきたかもしくは発展してきたのかを顧みることは
重要なことであろう。そのような姿勢は，単に間題点を指摘するのに有用なば
かりではなく，今後の課題や展望を論ずるうえでも宥意義なことかと考えられ
る。つまり，制度あるいは法律について，歴史的研究を行うことが必要かと思
われる。染谷教授は，以下のように述べているω。
「確かに，会計の思想，実務及び制度が発展してきたプロセスに光をあて，そ
れらの変化をもたらした環境要因，あるいは会計の思想，実務及び制度の変化
が環境に与えた影響を見きわめることは，現在われわれが直面している会計上
の諸問題の解決に何らかの見通しを与えるうえで，極めて重要であると思われ
る。」
　すなわち，こうした染谷教授の示唆によって，本稿は二つの視点にもとづい
て考察をおこなう。一つは基準設定についてのプロセスをたどることであり，
一つは基準と社会経済環境との緒び付きを考慮することである。このような視
点をもとに，『原価計算基準』設定における社会経済環境要因について検討し
ようとするものである。
　そこで，本稿では，『原価計算基準』設定に関連したと思われる社会経済環
境要因を三つに分けて論じる。まず，『企業会計原則』をはじめとして戦後
わが国の企業会計制度の整備・改善に関する動向を第1の杜会経済環境として
考察していく。次に，『原価計算基準』設定前夜に，アメリカ会計学会
（American　A㏄c㎜ti㎎Associati㎝，以下，AAAという）およびアメリカ（原
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価）会計人協会（Nati㎝al　Associati㎝of　Cost　A㏄㎝ntants，NACA，1957年よ
りNationalAssociationofAccomtants，NAA，1991年よりInstituteofManage－
ment　A㏄omta皿ts，IMA，本稿においては以下，NAAという）によって研究
報告書等が公表されたアメリカにおける原価計算の状況について概説する。そ
して，最後にわが国の産業政策をとりあげる。産業政策はさまざまなものがあ
る。が，主として産業合理化に関する通商産業省の報告書あるいは日本生産性
本部設立をはじめとする生産性向上の動向について考察する。これらの社会経
済環境は『原価計算基準』に明記されているその必要性や設定の目的から鑑み
て，重要性が高いと考えるからである。
　このように『原価計算基準』設定に関する社会経済環境要因を考察した後，
若干の私見を述べることとしたい。
2．企業会計制度の整傭・改善の動向
　2－1．「企業会計原則」の制定
　戦後まもなくの昭和20年8月28日横浜に，連合国軍総司令部（Genera川ead
Quauters　of　the　Supreme　Commander　for　the　Allied　Powers，GHQと略称され
る）が設置された。その設置は，同時に日本政府が占領軍の命令を代行すると
いう聞接統治方式によって戦後改革の諸施策をとることを示したものであった。
このGHQの主体がアメリカ合衆国であること，そのためわが国の諸政策がア
メリカ流になっていくことは周知のことであったと考えられる。さて，GHQ
は，昭和20年10月，当時の幣原内閣に対して5大改革指令を出し，改革に着手
することになる。そのうち，独占企業の排除および経済機構の民主化などのい
わゆる経済民主化は，わが国経済に大きな影響を与えることになった。経済民
主化は，財閥の解体，証券の民主化そして証券取引法の制定などさまざまなも
のがあり，戦前の体制を大きくかえるものであった。そして，黒澤教授が，
「育成につとめてきたわが国の企業会計制度は，敗戦の過程において，経済お
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よび産業の壊滅と同様に，実りなき形骸に転化してしまつた≡5〕」と述べる回顧
からも，戦前の会計制度はわが国の戦後経済体制同様に大きく変化することに
なった。また，染谷教授が「日本の会計の思想，実務及び制度も，1945年に第
2次世界大戦が終結した後の経済改革によって，一変している㈹」と述べてい
るように，会計制度においても変革が求められることになったのである。
　さて，そのような会計制度の変革，つまりわが国企業会計制度の改善・整備
は，会計基準を制定することに重点がおかれるようになる。その方策は，主に
二つの胎動があると考えられている（引。一つが，GHQ渉外局が昭和22年12月
に示した，「工業会社及び商事会社の財務諾表作成に関する指示書」（インスト
ラクション・ブック）である。そしてもう一つが，昭和23年5月14日開催の
「会計基準および教育会議」による建議文である。ここでは，後者について考
察してみたい。
　さて，この建議文は，わが国の企業会計制度史にとって決定的に重要な資料
であり＝8〕，以下のような内容が規定されている｛9〕。
　　　　　　　　　　　　　　　建　議　案
　　日本経済の民主的再建に当り企業会計制度の改善は最も緊要な条件の一
　つである。欧米先進国の企業会計の進歩の実情に比較して，我国の会計実
　務が甚しく立ちおくれていることは，周知の通りであるが，この結果とし
　て企業の財政状態及び経営成績に関する正確な把握が困難であり，有効適
　切な経営統計を作ることも妨げられている実情である。先づ，企業会計の
　近代化を図り，日本経済の健全化のための科学的基礎を確立しなければ，
　外資導入によって産業復興の緒をつかむことも困難であるし，物価体系の
　安定化，企業金融の合理化，証券投資の民主化，投資大衆の保護，企業課
　税の適正化，労働争議その他産業上の紛議に対する適正な企業経理資料の
　提供等近代会計と関連のある諸問題の解決に寄与することも不可能である。
　よつて速かに会計制度並に会計教育委員会（仮称）を設置し，各方面の知
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　能経験を総合結集して，企業会計の改善を計ると同時に，その前提となる
　べき会計教育の根本的刷新を行う為必要な基礎調査をなさしめ，その成果
　を直ちに実し普及すべき組織を設ける必要がある。
　　　右建議する。
　この建議をうけて，経済安定本部（昭和21年8月12日設置，昭和27年7月3ユ
日廃止）主管のもとに，「企業会計制度対策調査会」（以下，「調査会」という）
が昭和23年6月29日に設置の閣議決定をうけ，7月16日に「調査会」は活動を
開始している。黒澤教授が，「企業会計制度対策調査会の活動は，日本経済再
建復興の一環を荷つていた口o」と述べているように，社会経済環境整備の重要
な活性要因であったのである。
　「調査会」は，このような時代の要講を担いながら，1949年7月9日「企業
会計原則」を公表，設定したのであるolコ。「企業会計原則」の前文では，わが
国の経済において，企業会計制度の整備・改善が必要であることを，その目的
としてかかげており，以下のように規定したのであった。
　　（目　的）
　　一　我が国の企業会計制度は，欧米のそれに比較して改善の余地が多く，
　且つ，甚しく不統一であるため，企業の財政状態並びに経営成績を正確に
　把握することが困難な実情にある。我が国企業の健全な進歩発展のために
　も，社会全体の利益のためにも，その弊害は速かに改められなければなら
　ない籔
　　又，我が国経済再建上当面の課題である外資の導入，企業の合理化，課
　税の公平化，証券投資の民主化，産業金融の適正化等の合理的な解決のた
　めにも，企業会計制度の改善統一は緊急を要する問題である。
　　よつて，企業会計の基準を確立し，維持するため，先ず企業会計原則を
　設定して，我が国国民経済の民主的で健全な発展のための科学的基礎を与
　えようとするものである。
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　「企業会計原則」は，何よりもわが国の企業会計制度整備・改善にとって，
最初のそしてかつ最重要なものとして制定されたのである。この「企業会計原
則」の設定を契機として，関連する会計制度の整備がこれを境に急速に進めら
れていったのである。
　2－2、「企業会計原則」に続くその他の関連する基準の動向
　「調査会」が，上述のような「企業会計原則」を設定したことによって，企
業会計制度の整備・改善運動は加速されることになった。「企業会計原則」の
設定と同時に「財務諾表準貝竈」が設定されていることは，それを顕著にあらわ
しているといえるであろう。
　また，「調査会」の部会規定の第2条，すなわち「第3部会は，監査基準に
関する調査を行う」という規定にもとづいて，「監査基準」の制定作業が「企
業会計原則」と併行して，部会長岩困巖教授を中心になされていたのである。
結果として昭和25年7月，経済安定本部・「企業会計基準審議会」（「調査会」
の改称）により，中聞報告のかたちで「監査基準」および「監査実施準則」が
公表されたのである。
　「監査基準」等の設定に従事した岩田教授は，「本基準及び準則（「監査基
準」及び「監査実施準則」）は，「企業会計原則」および「財務諸表準則」の姉
妹篇に相当し，両者は相伴つて企業会計制度をささえる礎石となるものであ
る。o2」と述べているように，企業会計制度の整備・改善の一環として「監査
基準」が設定されたと考えられる。
　さて，『原価計算基準』の設定に関しては，当初「調査会」の規定にはみう
けられない。『原価計算基準』の設定作業については，「企業会計墓準審議会」
が経済安定本部より大蔵省へと移管されて，第4部会が発足し，申西寅雄教授
が部会長として委嘱されてからの昭和25年からのことである皿3。第4部会によ
る『原価計算基準』設定作業が，「企業会計原則」およびr監査墓準」等と併
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せてなされなかった理由については明らかでないが，「企業会計原則」の設定
をふまえたうえで『原価計算基準』が設定されることは，わが国の戦前におけ
る基準設定のプロセスより推測できうる。
　戦前の会計基準設定とその効果について黒澤清教授は，以下のように述べて
いる。
「わが国の企業会計制度の改善統一運動が，昭和5年に設置された商工省臨時
産業合理局の財務管理委員会による財務諸表準則（昭和9年）の設定に端を発
した…（中略）…この財務藷表準則の史的役割は極めて大きなものがあつた。
その後発表された製造原価計算準則（昭和12年）の基礎を提供したばかりでな
く，昭和14年ごろからはじまつた全国規模で展開された原価計算制度の改善統
一運動においても，財務諸表準則が基本的なフレームワークとして一貫した前
提となつたのである。04」
また，同様に太田哲三教授は，「昭和5年にできた商工省の臨時産業合理局の
財務管理委員会が，財務諸表準則，財務評債準則，原価計算基本準則等を制定
して発表したことは，形式を通して内容的に会計思想の統一に封する企てであ
った。o冒」と述べている。すなわち，戦前の企業会計制度の整備・改善のプロ
セスは，「財務諸表準則」の設定を契機として，その他の基準あるいは計算制
度の拡大を図ったものである。
　このような遇去の経験にもとづけば，「企業会計原則」を設定した後に，『原
価計算墓準』を設定しようという意図や動向は戦前，戦後を問わず，企業会計
制度の整備・改善にふさわしいものであると考えられるように思われる。
　最後に，昭和24年から昭和38年までの時期は，「企業会計原則」を支柱とし
自律的拡張の時代と呼ばれ㈹，戦後からの企業会計制度の整備・改善の時期と
もいえるものである。
388
『原価討算基準』設定の社会経済環境要因に関する研究 ユ89
3．アメリカにおける原価計算に関する動向
　3－1．AAA原価委員会報告書の影響o司
　　3－1－1．『1947年度原価計算原則表明委員会一試案』
　AAAは，ユ947年に原価計算原則表明委員会（the　Co㎜mittee㎝Statement　of
Cost　Acc6㎜ting　Priciples）を組織して，原価計算基礎的概念の一試案（A
Tentative　St三tem㎝t　of　the　Fundam㎝tal　C㎝cepts　of　Cost　Accounti㎎）（以下，
『1947年度原価計算原則表明委員会一試案』という）を発表している。しかし
ながら，原価計算原則表明委員会は，委員会として意見の公表をするという形
式はとらないのであった。原価計算概念（Cost　Acco㎜ting　C㎝cepts）という
統一論題をもうけて，各委員による個々の論文という形式をとっている。各委
員とその論文は以下のとおりである⑱。
　WH．Read　　　　　　“Introductory　Statement”
　αement　L．Stanford　　“Cost　Minimization　and　ControI　as　A　F1』nction
　　　　　　　　　　of　CostAccounting｝
　H．WKendrick　　　　“The　Relationship　of　Cost　A㏄ounti㎎to　Income
　　　　　　　　　　Determination”
　Rovert　L．Dixon　　　　　　“Cost　Concepts：　Special　Problems　and　Dennitions”
　『1947年度原価計算原則表明委員会一試案』は，後述する1951年原価委員会
報告書の基礎として示されたものと考えられる。桜井通晴教授は，「とくに原
価計算の目的として，①原価極少化，②損益の算定，③特殊問題のための原価
資料の提供，の3つの役割りを明確化したことは，表現等での欠点を除けば，
この報告書の大きな功績であったと思う。o創」と述べており，統一された委員
会報告というかたちではないが，『1947年度原価計算原則表明委員会一試案』
について評価している。
　さらに，『1947年度原価計算原則表明委員会一試案』は，次のような背景を
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もとに大きな特質をもっていると考察できる。すなわち，法的規制は，原価計
算の社会的性格を強めるものであったが，戦後に至るととくに戦後恐慌への危
機意識も手伝って，原価計算にもAAA会計原則に対する原則が求められてき
た四〇と分析される当時のアメリカ原価計算の動向からもわかるように，原価計
算に関する原則作りの助走として，『1947年度原価計算原則表明委員会一試案』
が発表されたということである。原価計算目的の明確化という概念規定など詳
細の具体的な内容もさることながら，アメリカにおいて原価計算の原則という
枠組み作りが開始されようとしていた事実がわが国の『原価計算基準』作りの
状況にとって，その範となるものとして注目すべきものではなかったかと思わ
れる。
　　3－1－2、『1951年原価概念および基準委員会報告劃
　AAAは，ユ947年に続いて，ユ951年に1951年度原価概念および基準委員会
（The1951Committee　on　Cost　Concepts　and　Standards）を組織して，原価
概念および基準報告書（ReportofTheCommitteeonCostConceptsand
Standards）（以下，『195ユ年原価概念および基準委員会報告書』という）を公
表している。1951年度原価および基準委員会は，次の委員をメンバーとして構
成された。
　　　　　Lawrence　J．B㎝ni㎎er，Chairman，　George　W．Lafferty，
　　　　　Adolph　Matz，　　　HarryJ．Ostlund，　　　Vem　Vincent，
　1947年の原価計算原則表明委員会の構成メンバーは一人も含まれず，すべて
委員は一新されている。この『1951年原価概念および基準委員会報告書』は，
5章より体系づけられている。具体的には以下のような構成となっている。
　　　　　　　I．　Introduction
　　　　　　II．Cost　Concepts
　　　　　　皿．Cost　Accounting　and　FinanciaI　Accounting
　　　　　　IV．The　Role　of　Cost　Accounting　in　Cost　Co皿tro1
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　　　　　　　V，SpecialCostStudies
　『1951年原価概念および基準委員会報告劃は，序文で「1951年委員会は，
その研究において，長い年月にわたり原価計算担当者の領域にあらわれてきた
多数の諸概念を定義づけ，明確化することの可能性を強調した。繧山」と記述し
ている。これは，『1947年度原価計算原則表明委員会一試案』をうけて，原価
についての諸概念に対して精綴化を図ったものとうけとめることができる。こ
の点において『1951年原価概念および基準委員会報告書』は，『1947年度原価
計算原則表明委員会一試案』の趣旨をとり入れたかたちを採用していることが
理解できる。
　しかしながら，相違する点もみうけられる。それは，とくに『1951年原価概
念および基準委員会報告書』の序文で，「1951年委員会は，原価概念とそれに
関連した経営意思決定および経営方針として強調したものの，その反面，原価
計算の原則ないし基準には，さほどの力点をおかなかったのである。吻」と記
述している点である。『1947年度原価計算原則表明委員会一試案』は，「AAA
会計原則」と深く関連するものであった。すなわち，会計原則とのつながりの
重視あるいは財務会計の一環として注目されていた。ところが『1951年原価概
念および基準委員会報告書』は，経営管理に資すること，すなわちコスト引下
げをはじめとする原価管理と深くかかわりあいをもたせようとしていることが
大きな特質となるのである。
　　3－1－3．『1955年度原価計算概念および基準委員会報告書』
　AAAは，1955年に原価計算概念および基準委員会（Committee㎝Cost
Acc㎝nting　C㎝cepts　and　Stand且rds）を組織して，経営管理目的のための報告
書の基礎をなす原価概念試案（Tentative　Stat㎝ent　of　Cost　C㎝cepts　Under－
1yi㎎Reports　for　Managnment　Purposes）（以下，『1955年度原価計算概念およ
び基準委員会報告書』という）を公表した。1951年度原価および基準委員会と
は，全く別のメンバーによって構成され，一新されている。構成メンバーは次
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のとおりである。
　　　　Norton　M．Bedford，Chairman　　　　Rovert　N．Anthony
　　　　James　S．Schindler　Edward　L，Wa1lace　Glem　A－We1sch
　『1955年度原価計算概念および基準委員会報告書』の特質は，主として二つ
が考えられる。その第一は，rこの報告書の内容は，1951年度報告書の改訂と
いうものではなく，管理会計の基礎としての原価概念をコスト・マネジメント
の観点から検討したものであった。鰯」と桜井教授が述べるように，コスト引
下げ要講にもとづく原価管理のみならず，経営管理目的のための原価概念につ
いて言及している点である。また，原価計算が，計画（plaming）へ役立ちう
ることを前面に出していることが特質となっている。例えば次に示す体系から
もわかるように計画のための原価について詳細に概念を記述している。
　　　　Explanatory　Note
　　　　Prefatory　Note
　　　　The　Nature　of　Business　Cost
　　　　Costs　for　Planning
　　　　Costs　for　Project　Planning
　　　　Costs　for　Period　P1ann…ng
　　　　Costs　for　Contro1
　　　　Histrical　Cost　Reports　for　P1anning　and　Contro1
　　　　Costs　for　External　Purposes
　さらに，『！955年度原価計算概念および基準委員会報告書』のはしがきにお
いて，「この試案で明らかにした諸概念は，歴史的原価の記録に役立っ原価計
算手続についての基準ではなく，計画と統制の意思決定のために，経営管理者
にとって最も有用な原価の諸概念を述べた幽」と表明して，原価計算が，第一
に計画，第二に続制そして第三に外部目的（損益算定）に役立つことを明記し
ている。
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　そのためか，『1955年度原価計算概念および基準委員会報告書』は，原価計
算の基準でありながら，計画のための概念をとりいれ，管理会計的色彩に変質
したといわれる鰯。すなわち，コスト・マネジメントが強調されていることが
指摘できる。
　3－2．NAAのリサーチ・シリーズ（Research　Series）の影響
　アメリカ（原価）会計人協会（National　Association　ofCost　A㏄o㎝tants，
NACA，1957年よりNationalAssociatlonofA㏄omtants，NAA，1991年より
Institute　of　Management　A㏄ountants，IMA．以下，NAAという）は，1919年に
設立され，原価計算の調査研究に実績を残している。西澤借教授が「そのうち
特に大きな足跡を残したのは，NACA　Research　Series（NACA連続調査報告
書）である。鯛」と述べており，アメリカにおける原価計算あるいは管理会計
研究に影響を与えたのである。このNAAのリサーチ・シリーズ（以下，
『NAAリサーチシリーズ』という）は，1943年のいわば第2次世界大戦中に
創刊されている。そして，1967年までに43にわたるリサーチ・シリーズを公表
している。
　さて，『NAAリサーチシリーズ』は，アメリカの原価計算および管理会計に
おいて影響を与えただけにとどまらない。小林哲夫教授が，わが国の原価計算
論の展開史における昭和20年から40隼において，ζの『NAAリサーチシリー
ズ』も大きな影響を与えた吻，と述べるように，わが国の原価計算あるいは管
理会計研究にも影響を与えている。以下に示す『NAAリサニチシリーズ』は，
青木教授が述べるように特にわが国に関連するものである鯛。
No．11，AReexaminationofStandardCosts（1948）．
No．12，Standard　Costs　as　Aide　Contro1oi　Mamfacturing　Costs（1948）．
No．13，Standard　Costs　for　Costing　Inventories（1948）．
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No．I4，Standard　Manufacturing　Costs　for　Pricing　and　Budgeting（1948）．
No．15，AStandardCostsCaseStudy（1948）．
No．16，Measuring　the　Variation　of　Costs　with　Vo1ume（1949）．
No．17，The　Tecbniques　for　the　Analysis　of　Cost－Volume－Relationship
　　　　　　　（1949）一
No．18，The　Volume　factors　m　Budgetmg　Costs（1950）．
No．19，Assignment　of　Non－Manufactlユring　Costs　for　Manageria－Decisions
　　　　　　　（1951）．
No．20，The　Assignment　of　NorManufacturing　Costs　for　Products（1951）．
No．21，The　Assignment　of　Non－Manufacturing　Costs　to　Territories　and　Other
　　　　　　　Segments（1952）．
No．22，The　AnaIysis　of　Mamfacturing　Cost　Variances（1952）．
No．23，Direct　Costing（1953）、
No．24，Product　Costs　for　Pricing　Purposes（1953）一
No．25．Cost　Control　for　Marketing　Operations－Ge皿era1Consideration（1954）．
No．26，Cost　Control　for　Marketing　Operations－Order　Getting（1954）一
No．27，Cost　Control　for　Marketing　Operations－Order　Filling（1954）．
No．28，PresentingA㏄ounting　Information　to　Management（1954）．
No，29，Accounting　for　Research　and　Development　Costs（1955）．
No．30，Accounting　for　Intra－Company　Transfers（1956）一
No．31，Costing　Joint　Projects（1957）．
No，32，Accounting　for　Labor　Costs　and　Labor－Related　Costs（1957）．
No．33，Ci』rrent　Practices　in　Accounting　for　Depreciation（1958）．
No．34，Classiiication　and　Coding　Techlliques　to　Faci1it劃te　Acco1j皿ting　Opera－
　　　　　　　tions（1959）．
No．35，Retum　on　Capita1As　a　Guide　to　Manageria1Decisio皿（1959）．
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　No．36，Management　Accounti皿g　Prob1ems　in　Foreign　Operations（工960）．
　No．37，Current　Application　o｛Direct　Costing（1961）．
　No．38，Cash　Flow　Ana1ysis　for　ManageriaI　Contro1（1961）．
　No．39．Accounting　for　Costs　of　Capacity（ユ963）．
　以上のような『NAAリサーチシリーズ』の項目匡9からわかるように，標準
原価計算，原価予算編成，直接原価計算，価格設定，営業費原価管理，経営管
理者に対する会計情報の提供，資本利益率，キャパシティ・コストの間題など
をとりあげている。青木教授はこれらの『NAAリサーチシリーズ』の項目に
ついて，「何れもわが国の産業界の必要に合致するものであった㈱」と述べて
いる。その結果として，「とにかくこのリサーチ・シリーズは…（中略）…日
本の原価計算や管理会計の発展に大きな貢献をした垣1〕」と述べ，このような
数々の『NAAリサーチシリーズ』の成果を，積極的にわが国が利用し受容し
たことを是認し，評価している。
4．産業政策一とくに産業合理化と生産性向上一の動向
　産業政策とは，時代，隼度において時々変化するものである鰯。本稿では簡
潔に戦後の企業経営振興に関する政策および動向をこの産業政策ととらえるこ
とにする。それらの産業政策のうち，とりわけ産業の合理化および生産性の向
上に関する施策と動向を考察し，『原価計算基準』設定の社会経済環境要因と
して検討してみたい。
　4－1．産業合理化に関する動向
　産業合理化に関する諸施策としては，産業合理化促進法などさまざまなもの
がある鰯。その一つとして通産省は，産業合理化審議会を設置し，一般部会
（部会長　野田信夫）を設けて個別に諸施策について対応していた。一般部会
は，具体的には，生産管理分科会，財務管理分科会および労務分科会に分化し
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ている鉋このうち，財務管理分科会は，当初以下のようなメンバーによって構
成されていたのである。
　　　　　　委　　員　中西　寅雄（東京商工指導所長）
　　　　　　委　　員　古川　榮一（東京商科大学教授）
　　　　　　専門委員　高宮　　晋（財団法人運輸調査局理事）
　　　　　　専門委員　小高　泰雄（慶応大学教授）
　　　　　　専門委員　松本　雅男（一橋大学教授）
　　　　　　専門委員　金子佐一郎（十條製紙㈱常務取締役）
　　　　　　専門委員　西野嘉一郎（㈱芝浦製作所専務取締役）
　この財務管理分科会の答申は，とりわけわが国の『原価計算基準』設定に影
響を与えたと考えられている㈱。したがって，以下この財務管理分科会が答申
した意見書等について概観することにする。
　　4－1－1．「企業における内部統制の大綱」（昭和26年7月）
　「企業における内部統制の大綱」（以下，「大網」という）は，財務管理分科
会が答申した初めてのものである。内容は，内部統制の意義，内部統制組織の
必要，内部統制組織の諸条件，内部統制の実施および内部統制の組織図を取り
扱っている。「大綱」は，財務諸表監査との結び付きと経営管理への役立ちを
その目的としてあげている。したがって「大網」は，直接的に原価計算に関す
る内容そのものを指示しているものではない。しかし，「大綱」は，「内部統制
とは，企業の最高方策にもとづいて経営者が，企業の全体的観点から執行活動
を計算し，その実施を調整しかつ実績を評価することであり，これらを計算的
統制の方法によつて行うものである」と，内部統制の意義を示したうえで，
「内部統制の特長である計算的統制とは，執行活動の計算の樹立，実施の調整
および実績の評価を計算制度に立脚して行うことであり，このためにはあらか
じめ企業において統一ある計算制度を確立しておかなければならない。」とも
記している。この文言は，原価計算制度の確立の必要性を問接的に暗示してい
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るとされている。
　また，統制部門にコントローラー制度を確立すること，そのための計算制度
として予算課，会計課，統計課および監査課の分化を「大綱」では明示してい
る。この中で，会計課に関する原価計算あるいは予算課に関する業務予算の編
成と分析，そして標準原価の設定と分析を指示している。そして，とくに「企
業方策を有効に実施するために，執行部門において達成すべき標準は，これを
予算手続および標準原価計算手続にしたがつて決定する。この場合予算手続と
標準原価計算手続とはこれを密接に関連させることが重要である。」と記して
いる。青木教授は，この内容について，「原価計算によるコントロールと予算
による統制との関係づけを論じた点に，原価計算機能の展開への一つの提言を
見出しうる。鰯」と述べて，「大綱」と原価計算との接点を指摘している。
　　4－1－2．「内部統制の実施に関する手続要領」（昭和28年8月）
　「内部統制の実施に関する手続要領」（以下，「手続要領」という）は，野田
教授が「（「大綱」は）総論でありましたので，これを多少敷行して我々の意の
在るところをもう少し詳しく説明しなければならんということで，今度のもの
（「手続要領」）ができたような次第です。㈱」と述べて，「大綱」と「手続要
領」との関連性を明らかにしている。「手続要領」は，コントローラー部と財
務部との事務分掌関係，コントローラニ部と常務会との関連事項，予算統制手
続，統計調査手続，内部監査手続および内部統制を中心とする各部課相互の手
続の例図などを項目内容としている。「手続要領」の特長は，松本雅男教授が
「内部統制の一環としての内部監査の手続要領を述べるということはいうまで
もありません。鮒」あるいは，r内部稀制と標準原価計算との関係でありま
す。闘」と述べて，標準原価計算についての重要性を強調している。
　また，青木教授は「予算統制手続の個所の解説は，予算制度全体の体系と編
成手続をのべたものとして，そこでとりあげられている資本予算の問題とあわ
せて，予算統制への企業の関心を高めるのに貢献した。萬9」と述べて予算統制
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の重要性を指摘している。そして，松本教授は，「大綱」または「手続要領」
にあるコントローラー制度によって，従来バラバラであった財務諸表中心の会
計と，企業経営者の管理用具としての管理会計を結びつける組織的基盤が与え
られ，将来のわが国における会計学の発展に大きな役割を果たすのではないか
と㈹述べている。
　　4－1－3．「経営方針遂行のための利益計画」（昭和31年7月）
　「経営方針遂行のための利益計画」は，序文で「「企業における内部統制の
大綱」および「内都統制の実施に関する手続要領」に引きつづいて，内部統制
の基礎となる利益計画についてわが国の企業に勧告することを企図し一・・」と
記して，一連の意見書との関連性を述べている。「経営方針遂行のための利益
計画」は，経営計画と計画，利益計画，資金計画費用・収益適合率，結語より
なっている。また，その「経営方針遂行のための利益計画附録」として，資本
の運用効率の分析，利益計画のための利益図表，資本利益率にもとづく利益計
画の具体的方法，資金計画表，資金計画修正の解析，利益計画と企業の健全性，
費用・収益適含率の利益図表による解説を付して，具体的な説明を施している。
特長は，いくつかあるが，利益計画と予算編成との関係において見いだせる。
すなわち，利益計画と予算編成との関係は，まず，はじめに利益計画を決定し，
こののちにその利益計画をうけて予算編成が行われるという見解である。その
点について青木教授が「意見書（「経営方針遂行のための利益計画」）の見解は，
利益計画と予算編成の関係について問題提起を行ったものといえる。ω」と述
べている。
　　　4－1－4．「事業部制による利益管理」（昭和35年9月）
　この意見書は「事業部制が，最近わが国の企業においても一般に異常な関心
が寄せられてきている重要間題である。　…（中略）　実は先に発表した「経
営方針遂行のための利益計画」の研究の展開から，逐次このような形にまで，
その研究内容の発展をみるにいたった哩2」と古川栄一教授が述べるように，事
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業部制への関心の高まりおよび「経営方針遂行のための利益計画」の継続研究
を背景としている。
　意見書は，総説，事業部制による利益管理の問題点，事業部制の予算統制と
いう構成をとっている。具体的には，内部振替価格の決定，共通費の配賦，事
業部の業績評価にかかわる売上高から変動費を差し引いた売上差益概念，固定
費のうち管理可能固定費を差し引いた管理可能利益の概念，その他事業部固定
費を差し引いた事業部利益の概念，事業部外の費用を差し引いた純利益の概念
などが記されている。
　また，責任会計についても言及している。責任会計とは，予算管理・原価管
理を遂行する場合に要請される会計制度であり，職制上の責任者の業績を明確
に測定しうる会計制度であると位置づけている。そして，この責任会計に必要
とされるものが予算・標準原価のような管理に関する基準と適切な報告制度で
あることを明記しているのである。したがって，原価計算に関する業績評価会
計上の多くの課題がとりあげられた幽といわれるように，この意見書は評価さ
れているのである。
　4－2．生産性向上に関する動向
　「経済の生産性を向上すること，コストの低下こそが将来における拡大均衡
への転回点として，わが国経済に対する本年度の至上命令である。幽」と中西
寅雄教授が強調するように，昭和30年代に入って産業含理化と同様に，生産性
の向上への関心が高まってきた。まず，生産性向上促進の母体となった日本生
産性本部の設立経過をたどってみよう。西野嘉一郎氏は，その経過について，
以下のように簡潔に述べている。
　「昭和28年暮アメリカ大使館ヘラルドソン商務官が経済同友会に対し，アメ
リカは「対外活動本部」俗にFOAといっているが，その活動の一部として日
本側が希望するならば，生産性センターの設置に関し，援助する用意がある，
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と言明したのである。それで，経済同友会は経済団体連盟，日本経営者連盟及
び日本商工会議所と協議した結果，この4団体が共同でこの間題を推進するこ
とに意見が一致し，昭和29年の3月アメリカからの援助をうける態勢をととの
えるため，日本生産性協議会を設置したのである。そして，財団法人，日本生
産性本部を民聞団体として，昨年（昭和29年）の9別4日に閣議決定をし，本
年（昭和30年）2月14日奏足した鯛」。
　そのように，設立された日本生産性本部は，その設立趣意書で生産性の向上
について次のとおり規定している。
　「生産性の向上とは，資源，人力，設備を有効かつ科学的に活用して生産コ
ストを引き下げ，もつて市場の拡大，雇用の増大，実質賃金並に生活水準の向
上を図り，労使及び一般消費者の共同の利益を増進することを目的とするもの
である鯛」。
　このような生産性向上の対策として，占部都美教授は，三つの合理化対策と
して以下のような方策をしめしている呂司。
　「ユ．技術的合理化
　　2．組織的合理化　（イ）生産管理　（口〕管理組織　い生産管理作業研究　（二〕管
　　　　　　　　　　理会言十・原価管理㈱市場分析・価格政策　卜膀務管理
　　3、社会的合理化　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
　ここでは，2の←）管理会計・原価管理についてさらに検討してみたい。
　西野氏は，「生産性向上の真の目的はコストの引下げにあるから，単位原価
の引下げのためにあらゆる努力をつくす必要がある鰯」と述べて，生産性向上
がコストの引下げにあることを示している。さらに，アメリカの状況にふれ，
「アメリカの産業界では会計および原価計算の諸技術は原価を引下げるための
手段であって，他にその目的がないと信じているから，その生産性の測定のた
めにさしたる努力も払わず，ただ一単位当たりの原価に信頼をおき，もし原価
計算の結果製品の原価が低下すれば，その生産性も必ず向上しなければならぬ
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と考えら九る直勤」と述べている。また同様に「アメリカの経営首脳者は，生産
性向上のために計画をたて，これが実行をするためには管理会計即ち会計およ
び原価算定の機能が，彼らに極めて重要なサーヴィスを提供しているのであ
る。50」と述べて，アメリカでの生産性と原価計算との関連性を強調している。
そのような考察をふまえて，わが国においても「よき管理会計の確立こそ生産
性向上への1つの鍵ともいうべきであろう。5I〕」として，認識を新たにしてい
る。原価計算および管理会計制度の確立は，生産性向上の重要な要件とされて
いるのであったといえるであろう。
　また，原価計算および管理会計制度の確立は，それ自体重要なことであるが，
波及的要素がみいだせる。アメリカの経営首脳者は管理会計により作成された
数字に基き，原価意識に徹底してコストの低減を最大の目的にして企業の経営
をしている⑫といわれるように，原価意識が生産性向上にとって必要であるさ
れているのである。また，中西教授も「原価計算の主たる目的は，原価管理に
役立たしめることであり，原価意識を刺激することである。蘭」と述べている
ように，原価意識は原価計算および管理会計の確立によるところが大きいとし
ているのである。
　以上より，生産性向上と原価計算および管理会計制度の確立は，密接にかか
わるものである。では，それらの確立はどのようなスタンスを求められていた
のであろうか。占部教授が以下で述べる生産性向上の指向が手掛かりとなろう。
　　従来の経営合理化が個別企業の観点から出発し，個別企業の奴益性に対
　する従属目的をなしていたのに対して，生産性運動が社会経済的な観点か
　ら出発し，社会経済的な目標をおいているということは，大きな相違点で
　ある。経営管理の合理化は，この生産性運動の展開とともに，従来の個別
　企業の収益性の観点から，脱皮して，社会経済的な目的をもつことが要請
　されるのである幽。
　生産性の向上は，個別企業の観点をこえて，社会経済的な目標を指向するも
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のなのである。したがって，生産性向上のもとで，求められる原価計算および
管理会計制度の確立は同様に社会経済観点に立った枠組み作りが要されてくる
と考えられるのである。
5．おわりに
　本稿では，わが国の『原価計算基準』設定の歴史的考察を試みると同時に，
設定の一要因として関連すると考えられる社会経済環境について検討してきた。
　具体的には，第2章で企業会計制度の整備・改善の動向を第1の社会経済環
境として考察している。まず，企業会計制度の整備・改善に欠くことのできな
かった「企業会計原則」の設定について考察した。さらに，「企業会計原則」
の設定を第1段階として，監査基準などの企業会計制度の整備・改善に必要な
基準等の動向について論述した。
　第3章においては，『原価計算基準』設定時期におけるアメリカの原価計算
の動向について概説している。最初にAAAが組織し，発表した『1947年度原
価計算原貝咀委員会一試案』，『1951年原価概念および基準委員会報告書』および
『1955年度原価計算概念および基準委員会報告書』をとりあげている。各報告
書について，メンバー，特質などを概観として示した。またさらに，NAAか
ら公表された『NAAリサーチ・シリーズ』についても説明を付し，関連する
ものをかかげた。
　そして第4章では，わが国の産業政策，とくに産業合理化と生産性向上の動
向について検討している。産業合理化については，通産省産業合理化審議会一
般部会財務管理分科会が答申した「企業における内部統制の大綱」，「内部統制
の実施に関する手続要領」，「経営方針遂行のための利益計画」および「事業部
制による利益管理」の意見書について検討した。そして，生産性向上について
は，その経緯・方策を検討した。同時に生産性向上における原価計算および管
理会計の必要性について考察をおこなった。
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　さて，結果として公表された『原価計算基準』は，前文「原価計算基準の設
定について」において，以下のように原価計算基準の必要佳を明記している。
　　わが国における原価計算墓準は，従来，財務諸表を作成するに当たつて
　真実の原価を正確に算定表示するとともに，価格計算に対して資料を提供
　することを主たる任務として成立し，発展してきれ
　　しかしながら，近時，経営管理のため，とくに業務計画および原価管理
　に役立つための原価計算への要請は，著しく強まってきており，今日原価
　計算に対して与えられる目的は，単一でない。すなわち，企業の原価計算
　制度は，真実の原価を確定して財務諸表の作成に役立つとともに，原価を
　分析し，これを経営管理者に提供し，もつて業務計画および原価管理に役
　立つことが必要とされている。……（中略）……ここに原価計算に対して提
　起される諸目的を調整し，原価計算を制度化するため，実践規範としての
　原価計算基準が設定される必要がある。
　この規定より理解できる『原価計算基準』の必要性は，主として二っがあげ
られる。すなわち，栓業会計原則』の一環としての必要性と経営管理に資す
るという必要佳である。これらの必要佳は，検討してきた社会経済環境の影響
を多分に反映したものといえるであろう。またさらに，以下に該略する『原価
計算基準』第1章　原価計算の目的と原価計算の一般的基準第！　原価計算の
目的をひもとけばよりこれはより明確なものとなるであろう。
　←〕企業の出資者，債権者，経営者等のために，過去の一定期閻における
　損益ならびに期末における財政状態を財務諸表に表示するために必要な真
　実の原価を集計すること。
　0　価格計算に必要な原価資料を提供するこ」
　目　経営管理者の各階層に対して，原価管理に必要な原価資料を提供する
　こと。
　（四）予算の編成ならびに予算統制のために必要な原価資料を提供すること。
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　（封　経営の基本計画を設定するに当たり，これに必要な原価情報を提供す
　ること。
　このような目的において，これまでに考察してきた三つの社会経済環境が
『原価計算基準』設定の大きな背景となっていることを指摘できるように思わ
れる。『原価計算基準』は，目的の←〕・に）にみられるようにあくまでも企業会
計原則の一環としての要素があらわれている。すなわち，わが国の『原価計算
基準』は企業会計制度の整備・改善という動向を第一義としているのである。
　ところが，原価計算が管理会計とのつながりを重視し，マネジメントの一用
具としての原価計算が求められることをアメリカの原価計算の動向を通じて吸
収したこと，そして産業合理化および生産性向」二という産業政策を実践するこ
とによって，目的⊂）・（四）・（五〕が要請されるに至ったと考えられる。
　また，企業会計制度の整備・改善の動向，アメリカにおける原価計算の動向，
産業政策の動向の社会経済環境は共通の特質をもつ。『原価計算基準』は，そ
の特質のために設定されたと考えることもできる。それぞれの社会経済環境は，
すべてわが国経済が，欧米とりわけアメリカヘのキャッチアップを一目標とし
て，速やかに復興をとげ，自立経済への道がたどれるように取られた施策・動
向であったという特寅を育するものである。したがって，『原価計算基準』は，
わが国が自立的経済を目指すという大きな社会経済環境の中で，必要とされ設
定されたものと考えることができるのである。すなわち，『原価計算基準』設
定の社会経済環境としていくつかの鰯面を検討してきたが，それらを束ねた自
立経済へ遭進するという社会経済環境に，『原価計算基準』が設定された要因
が少なからず隠されているのではないかと思われる。
　本稿は，『原価計算基準』設定に影響を及ぼしたと考えられる社会経済環境
について検討してきた。もちろん，社会経済環境はこれに止まるものではない。
例えば，『原価計算基準』は，ドイッ流の原価計算の概念が多く取り入れられ
ていることにも注目すればおのずとその関違性を検討する必要もある。した
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がって，『原価計算基準』設定をとりまく社会経済環境は様々であり，本稿は
そのうちの一つであることを認識しておかねばならない。
　さらに，戦前・戦後直後を直視したわが国の原価計算制度についての考察も
重要であろう。事実，『原価計算基準』において，企画院「原価計算規則」あ
るいは物価庁「製造工業原価計算要綱」は，その先駆として評価されている嗣。
すなわち，わが国の原価計算制度の自生の発展の結果としての『原価計算基
準』設定についても検討しなければならないであろう。これらについては，今
後の課題としたい。
　社会経済環境あるいは企業環境は，制度や法律がその変化に機動的に対応し
がたいほど動態的である。制度や法律はそうした変化に常に対処すべきなのか，
それとも不変であることが至上であるのか……。
　わが国の『原価計算基準』は，今後どのような方向性をもち，歩んでいくの
であろうか一・・。本稿で行った『原価計算基準』設定の杜会経済環境要因の検
討をさらに精綴化させ，深化させることによってその問いを解きほぐす一助と
なるよう研究に精進するつもりである。
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